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１．はじめに  

令和６年６月定例市議会の開会にあたり、今後の市政運

営に対する私の所信の一端を申し述べ、市議会議員各位並

びに市民の皆様のご理解とご協力をお願い申し上げたいと

思います。  

先の市長選挙において、市民の信託を受け、４月１３日

に第２０代高砂市長に就任いたしました。再び市政運営を

担わせていただく機会を得ましたことは、誠に光栄である

とともに、身の引き締まる思いであります。  

４年前の所信表明で申し上げました「先人たちが築かれ

た、歴史と文化にあふれたふるさと高砂をより一層良くし

たい」という思いは、この４年間、いささかも揺らいでお

らず、議員各位、並びに市民の皆様のご協力をいただきな

がら、決意を新たに、市政発展のため、まい進する所存で

ございます。  

その上で、昨年度から、連続して本市職員の不祥事事案

が起こったことにつきましては、市民の皆様に深い心配と

ご迷惑をお掛けし、また、信頼を裏切るようなこととなり、
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市長として、大変深く受け止めております。  

今後、職員がこのような不祥事事案を起こさぬよう、様々

な点から再発防止に向けて取り組み、職員に対して法令順

守の徹底を改めて意識付けるとともに、市民の皆様の市政

に対する信頼回復に向け、職員全員が一丸となって、全力

で取り組んでまいります。  

 

２．今後のビジョン  

任期１期目では、「日本一住みたいまち  たかさご」を

目指し、「安全・安心で健康なまちづくり」、「教育環境

の整備されたまちづくり」、「持続可能なまちづくり」の

３つを基本的な考えとして、施策を進めてまいりました。  

これまで、本市の重要な課題としておりました、人口減

少に関連する課題につきましては、令和５年に公表された

国立社会保障・人口問題研究所による将来人口推計におい

て、本市におきましては、前回の結果から上方修正される

見込みとなったものの、他市町と同様に人口減少が見込ま

れており、引き続き対応が必要な状況であると言えます。  
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このような状況のなか、「人口減少を緩やかにする」、

「人口減少社会においても幸福に暮らせるまちづくりを進

めていく」ことが重要であり、２期目におきましては、先

輩世代・現役世代・未来世代  全ての皆様の「笑顔あふれ

るまち  たかさご」を目指してまいります。  

令和６年３月の提案内容の概要説明において申し上げま

した、これまでの取組及び令和６年度の当初予算に加え、

ここでは２期目で特に大きく歩みを進めていきたい取組を、

３つの基本的な考えとして申し上げます。  

 

３．基本的な取組方針  

【基本的な取組方針１  夢がかなうまちづくり】  

まず、一つ目として「夢がかなうまちづくり」を進めま

す。  

近年は、あらゆるものが目まぐるしく変化し、先行きを

見通すことが難しい時代と言われております。  

そのような時代において、未来を担っていく子どもたち

が、社会の創り手となっていくための、質の高い環境を整
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備し、人材を育てることが、持続可能な社会を維持し、発

展させていくことに繋がっていくと考えます。  

 

 教育関連の施策では、社会的な課題となっている不登校

問題への対策として、教室に入りづらい児童が校内で過ご

すことのできる居場所の設置、指導補助に関わる不登校指

導補助員の配置を当初予算でも計上しておりますが、加え

て、教育センターに設置している「のびのび教室」を、市

役所南庁舎の一室に、サテライト教室として増設するとと

もに、不登校問題等相談員を増員することで、不登校傾向

のある児童生徒の社会的自立を支援する体制を強化してま

いります。  

また、経済的理由等により、十分な学習の機会が与えら

れない生徒への学習の援助や、日常生活の改善を行う学

習・生活支援事業を実施することにより、将来的に自立し

た生活力の向上を図ります。  

 

 現在、市内小中学校における防水改修や空調改修、老朽
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化に伴う校舎の修繕等による安心して学べる安全で快適な

教育環境の整備を進めておりますが、長期的な視点におい

て、施設の長寿命化や建替え等の老朽化への対応が、今後

の課題となっています。  

 また、少子化に伴う、児童・生徒数の減少から、一部の

学校では一学年単学級となることが見込まれており、教育

面における課題となっております。  

これらの課題を踏まえ、適正規模・適正配置及び今後の

教育に対応しうる柔軟でかつ魅力的な学校施設のあり方に

ついて、教育委員会とともに検討してまいります。  

 

教育委員会が策定する第４期高砂市教育振興基本計画と

並行し、国の教育振興基本計画をはじめとした、様々な計

画等の内容と整合性を持たせつつ、教育委員会と協議調整

を行いながら、私が、高砂市の教育に必要と考える事項を

盛り込み、令和６年度中に教育大綱を改定してまいりたい

と考えております。  

 未来への希望、地域の宝である子どもたちが、健やかに
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成長するとともに、自身が望む未来を自ら創り上げていく

力、また、困難に遭遇してもそれを乗り越える力を身に着

けていくため、様々な視点からの環境を整備してまいりま

す。  

  

【基本的な取組方針２  住んでみたいまちづくり】  

次に、二つ目として「住んでみたいまちづくり」を進め

ます。  

社人研による将来人口推計において、２０５０年の本市

の人口は、２０２０年と比較し、７０．６％程度になると

予測されております。  

本市における転出超過のうち、特に２０歳代における転

出超過は顕著であり、進学、就職等のターニングポイント

においても、高砂市に愛着を持ち、住み続けてもらえるよ

う、また、市外の方からは選んでいただけるよう、魅力的

な住んでみたいまちづくりを進めていきます。  

 

私は、都市部への交通拠点、地域の活動基盤、市の玄関
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口である鉄道駅を中心とした、交通の円滑化や駅前空間の

賑わい創出が重要であると考え、これまで、駅周辺整備プ

ログラムの作成や連続立体交差推進事業、ＪＲ曽根駅周辺

整備事業を推進してまいりました。  

後ほど、本定例会においてご審議いただきますが、ＪＲ

曽根駅周辺整備に関する事業化の合意として、ＪＲ西日本

と自由通路整備及び駅舎橋上化工事に関する基本協定の締

結を予定するなど、特にＪＲ曽根駅については、２期目の

期間中に大きく事業が動いてまいります。  

令和６年３月に策定した都市再生整備計画に基づき、令

和１０年度早期の自由通路及び新駅舎の供用開始を目指す

とともに、整備後のまちづくりについても検討してまいり

ます。  

また、本市北の玄関口であるＪＲ宝殿駅については、一

般県道伊保宝殿停車場線の整備を進めていくことが兵庫県

より示されました。本市も兵庫県及び加古川市と協力し、

早期の実現に積極的に取り組んでまいります。  

そして、山陽電鉄高砂駅や荒井駅等の市内の駅周辺整備
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を着実に進め、魅力的な駅前空間によるまちの賑わいづく

りを進めてまいります。  

 

次に、環境施策においては、未来へのより良い環境整備、

ものづくり産業拠点としての維持・発展のためとして、こ

れまでも、市民、事業者、行政が連携しゼロカーボンに取

り組んでまいりました。今後、電力消費量が多い家電にお

ける、省エネ製品への買い替えに対する補助事業を実施し、

家庭部門の温室効果ガス排出量削減を推進してまいります。 

 

スポーツ施策においては、人口減少、少子・高齢化の進

行、ライフスタイルの変化や社会環境が多様化するなか、

スポーツニーズは大きく変化しており、また、本市の総合

運動公園スポーツ施設においても、老朽化対策や長寿命化

が課題となっております。誰もが気軽に親しむことができ

る場の提供、多様化への対応、安全・安心な施設の提供を

基本的な考え方として、スポーツ施設の整備を進めてまい

ります。  
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今後、野球場及び陸上競技場等の概算工事費等の積算を

行い、将来に向けた更新等の検討を行うとともに、令和８

年度の野球場スコアボードの電光掲示化を目指し、実施設

計に取り組んでまいります。  

 

カーボンニュートラルポートの形成による次世代エネル

ギーを活用した播磨臨海地域の脱炭素化、播磨臨海地域道

路の整備促進による交通容量の拡大や物流の促進など、臨

海部を中心とした本市を取り巻く未来に、私は可能性を感

じております。  

これらの事業や駅周辺整備は、大型事業であり、長い時

間を要するものがほとんどです。  

これから地方自治体を取り巻く環境は、ますます厳しさ

を増していくことが予想されますが、１０年後、２０年後

の本市のあるべき姿を見据え、魅力的な住んでみたいまち

づくりへの施策を進めてまいります。  

 

【基本的な取組方針３  災害に負けない、健康で元気に暮らせるま
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ちづくり】  

次に、三つ目として「災害に負けない、健康で元気に暮

らせるまちづくり」を進めます。  

激甚化・頻発化する災害や様々な脅威から、市民の生命

や健康、財産を守っていくことは市の責務であり、これま

でも、見守りカメラの設置や治水対策などの安全・安心な

まちづくりを、本市における基幹として推進してまいりま

した。  

 

今後は特に、令和６年１月に策定しました高砂市民病院

将来構想を進め、地域医療の中核としての持続可能な医療

の提供を推進してまいります。  

国難とも言える新型コロナウイルス感染症への対応にお

いては、陽性患者の入院対応をはじめ、全てのコロナ対応

医療を実施したように、改めて公立病院としての存在意義

を示しました。  

しかし、再び、新型コロナウイルス感染症のような新興

感染症が蔓延する可能性はゼロではなく、また、将来、発
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生が予想されている南海トラフ地震や大規模火災などの災

害発生時において、その対応を実践していくことは公立病

院としての使命であります。  

今後、これらの対応等を行っていく医師数が減少するこ

とが想定されており、医師確保については最重要の課題と

して捉えております。私自らが、あらゆる手段を講じて、

医師確保に向けて努力していくとともに、地域における基

幹的な公的医療機関としての使命を、引き続き果たしてま

いります。  

今後、原則として令和８年度中には、決算見込み収支や

医師確保対策の状況などを考慮した将来予測を行ってまい

ります。基準外繰出金を４億円程度に維持できることが見

込める場合は、公設公営の高砂市民病院として運営を続け

てまいりますが、維持ができないと想定される場合は、経

営形態を見直し、持続可能な経営基盤の確立を目指してま

いります。また、明らかに経営状況の好転が見込めない場

合は、令和８年度を待たずに判断を前倒しする可能性もご

ざいます。  
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いずれにしましても、本市において公立病院は必要であ

ると考えております。  

市民のいのちと健康を守るため、また、「面倒見のいい

病院」として、引き続き、市民の皆様に寄りそった医療を

提供する総合病院を目指してまいります。  

 

災害大国である我が国において、万が一の際の被害を最

小限に抑えていくためには、ハードを整備するだけでなく、

地域における防災力の向上が非常に重要となってまいりま

す。  

令和６年度から各地区に開設しております地域交流セン

ターは、平常時におけるコミュニティ活動拠点の側面だけ

でなく、非常時には防災における地域コミュニティ拠点と

なります。新型コロナウイルス感染症の影響により、永ら

く人との交流が制限されてまいりましたが、状況が落ち着

いてきた今、人と人との繋がりを深めることが、非常時に

おいても、互いに助け合い支えていくことに繋がっていく

と考えます。  
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今後、様々な脅威が予測されますが、ハードの整備や、

施設を活用した地域力向上により、災害に負けない、健康

で元気に暮らせるまちづくりを推進してまいります。  

 

これらの３つの基本的な取組方針以外にも、デジタル化

等をはじめとする急速な社会・経済環境の変化に対応して

いくためには、質の高い行政サービスの提供、効率的で効

果的な行政運営を推進していくことが重要です。  

 

まずは、質の高い行政サービスの提供についてです。  

市政運営を行うにあたり、市民の皆様に信頼され、より

身近で、より早く、より便利な行政でありたいと考えてお

ります。  

消防の予防関係に係るオンライン申請に決済機能を追加

し、申請から決済までをオンラインで完結する行政手続き

を開始します。他の手続きにつきましても、決済機能の追

加を順次進めていき、より便利な行政サービスの提供をい

たします。  
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また、市民の方がお亡くなりになられた時、ご遺族の手

続きをサポートする「おくやみコーナー」を設置し、申請

書作成の補助、受付等を行うワンストップサービスを提供

することで、負担軽減を図ってまいります。  

 

次に、効率的で効果的な行政運営についてです。  

全国的な人口減少に伴い、市職員数も減っていくなか、

効率的かつ効果的な事務の実施、また、職員のスキルアッ

プは、持続可能な行政運営を目指すために欠かせない要素

です。  

永らく紙をメインにした事務を行ってまいりましたが、

文書管理及び決裁を電子データで行うシステムを導入する

ことで、文書廃棄や移替え等に係る事務の効率化や、用紙

代、コピー代等に係る経費の削減、文書収納保管庫の減少

による執務スペースの確保を図ってまいります。  

また、職務の遂行に有用な資格又は免許の取得に際して

要した経費を助成し、その取組を支援することにより、職

員の自己啓発を奨励し、その資質向上を図り、市民サービ
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スの向上に寄与するよう取り組んでまいります。  

 

４．提出議案  

それでは、本定例会に提案しております議案についてご

説明申し上げます。  

本定例会には、報告議案７件、事件議案４件、条例議案

９件、予算議案２件を提案しております。  

 

まず、報告議案であります。  

高報第２号につきましては、地方税法等の一部改正に伴

い、個人市民税の定額減税、固定資産税及び都市計画税の

負担調整措置の延長等、必要な改正を行うため、高砂市市

税条例の一部を改正する条例を定めることについて、専決

処分をしたものにつき承認を求めるものです。  

高報第３号につきましては、地方税法の一部改正に伴い、

新築認定長期優良住宅特例に係る申告の見直しを行うため、

新築の住宅等に対して課する固定資産税軽減に関する条例

の一部を改正する条例を定めることについて、専決処分を
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したものにつき承認を求めるものです。  

高報第４号から高報第６号につきましては、令和５年度

の一般会計、下水道事業会計、病院事業会計において、繰

越額が確定いたしましたので、報告するものであります。  

高報第７号及び高報第８号につきましては、一般財団法

人高砂市勤労福祉財団及び公益財団法人高砂市施設利用振

興財団の経営状況について、地方自治法第２４３条の３第

２項の規定に基づき、それぞれ報告するものであります。  

 

続きまして、事件議案であります。  

高議第２４号につきましては、ＪＲ曽根駅における南側

からのアクセス整備に向けて、ＪＲ西日本と協議を重ねた

結果、この度、自由通路等整備及び橋上駅化に関する基本

協定書が整いましたので、協定を締結することについて、

議決を求めるものであります。  

高議第２５号につきましては、令和６年２月に策定した

「高砂市勤労者総合福祉センターの今後の在り方及び一般

財団法人高砂市勤労福祉財団の今後の役割と方向性に関す
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る市の方針」に基づき、勤労者総合福祉センターを令和７

年度末に廃止することに伴い、現指定管理者の指定期間を

延長することについて、議決を求めるものであります。  

高議第２６号につきましては、地方自治法第２８６条第

１項の規定により、令和６年７月１日付で、兵庫県市町村

職員退職手当組合事務所の位置が変更することに伴い、兵

庫県市町村職員退職手当組合規約の変更に関し、協議する

ことについて、議決を求めるものであります。  

高議第２７号につきましては、地方自治法第２９１条の

３第１項の規定により、令和６年１２月２日より、被保険

者証等の引渡し、返還等の事務がなくなることに伴い、兵

庫県後期高齢者医療広域連合規約の変更に関し、協議する

ことについて、議決を求めるものであります。  

 

続きまして、条例議案であります。  

高議第２８号につきましては、高砂市工楽松右衛門旧宅

条例において、来館者数等の状況及び県下の類似施設の運

用状況を鑑み、より効率的な施設運営とするため、休館日
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等の改正を行うものです。  

高議第２９号につきましては、高砂市コミュニティ基金

条例において、当該基金を活用した事業の完了に伴い、条

例を廃止するものであります。  

高議第３０号につきましては、高砂市医療費助成条例に

おいて、租税特別措置法の一部改正に伴い、必要な改正を

行うものであります。  

高議第３１号につきましては、高砂市勤労者総合福祉セ

ンター条例において、高砂市勤労者総合福祉センターを令

和８年３月末をもって廃止することに伴い、条例を廃止す

るものであります。  

高議第３２号につきましては、高砂市空家等の適正な管

理に関する条例において、空家等対策の推進に関する特別

措置法の施行に併せた基本指針及びガイドラインの改正に

伴い、必要な改正を行うものであります。  

高議第３３号につきましては、高砂市立の小学校及び中

学校の望ましい教育環境の実現に向けた計画を策定するに

あたり、審議会を設置するため、高砂市新たな学校づくり
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推進審議会条例を定めるものであります。  

高議第３４号につきましては、いじめ防止対策推進法第

２８条第１項の規定に基づき、いじめの重大事態に係る調

査を行うにあたり、調査委員会を設置するため、高砂市い

じめ問題調査委員会条例を定めるものであります。  

高議第３５号につきましては、特別職の職員で非常勤の

ものの報酬及び費用弁償に関する条例において、地方教育

行政の組織及び運営に関する法律に規定する学校運営協議

会を導入することに伴い、必要な改正を行うものでありま

す。  

高議第３６号につきましては、高砂市下水道条例におい

て、下水道における下水道排水設備指定工事店についても

責任技術者が営業所ごとに専属する必要がないようにする

ため、必要な改正を行うものであります。  

 

続きまして、予算議案であります。  

一般会計におきまして、総額で１１億４，９９９万５千

円の追加をお願いしておりますが、その主なものについて
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ご説明いたします。  

まず、総務費では、定額減税補足給付金給付事業におき

まして、物価高騰による市民の負担増を踏まえ、所得税及

び個人住民税の定額減税が行われることに伴い、減税しき

れないと見込まれる方への、定額減税を補足する給付金の

支給に要する経費を計上しております。  

職員研修事業におきましては、職務の遂行に有用な資格

又は免許の取得に際して要した経費への助成に要する経費

を計上しております。  

運用管理事業におきましては、ＤＸ推進ビジョンに掲げ

るバックオフィスのデジタル化を推進するため、汎用デー

タベースツールの導入に要する経費を計上しております。  

コミュニティ助成事業におきましては、地域コミュニテ

ィの形成と活動の推進を図るため、一般財団法人自治総合

センターが助成決定した団体への、助成金の交付に要する

経費を計上しております。  

国際交流協会補助事業におきましては、国の「地域日本

語教育の総合的な体制づくり推進事業」を活用し、日本語
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教室等を実施している国際交流協会への補助に要する経費

を計上しております。  

海外姉妹都市交流推進事業におきましては、姉妹都市交

流の再開として、ラトローブ市からの訪問団の受け入れに

要する経費を計上しております。  

体育施設整備事業におきましては、高砂市総合運動公園

内におけるスポーツ施設の今後の方向性を定めるため、野

球場及び陸上競技場等の概算設計等に要する経費を計上し

ております。  

戸籍住民基本台帳事務事業におきましては、死亡時の手

続をサポートする「おくやみコーナー」の設置に要する経

費を債務負担行為と合わせて計上しております。  

また、マイナンバーカードの紛失等による再交付や、海

外からの転入者など、特に速やかな交付が必要となる場合

を対象とした「マイナンバーカード特急発行」の実施に要

する経費を計上しております。  

民生費では、生活困窮者自立支援事業におきまして、経

済的理由等により十分な学習の機会が与えられない生徒へ
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の学習支援等に要する経費を計上しております。  

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業に

おきましては、物価高騰の影響を受けている低所得者支援

として、令和６年度の住民税が新たに非課税または均等割

のみ課税となった世帯に対しての、給付金の支給に要する

経費を計上しております。  

保育環境改善事業におきましては、市内の民間認定こど

も園等における使用済みおむつの処分費用補助に要する経

費及び、市内の民間保育所における医療的ケア児のケアを

行う看護師等の配置費用補助に要する経費を計上しており

ます。  

衛生費では、水道事業会計繰出事業におきまして、上水

道事業の経営基盤の強化及び資本費の軽減を図るため、水

道管路の耐震化に要する繰出金を計上しております。  

母子保健事業におきましては、赤ちゃんの駅事業の更な

る充実を図るため、移動式赤ちゃんの駅の導入に要する経

費を計上しております。  

予防接種事業におきましては、国において新型コロナウ
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イルスワクチン費用の変更が示されたことに伴い、予防接

種に要する経費の増額補正をお願いするものです。  

地球温暖化対策推進事業におきましては、家庭において

特に消費電力が大きい、エアコン、冷蔵庫及び照明器具の

省エネ製品への買い替えに対する補助に要する経費を計上

しております。  

商工費では、観光振興事業におきまして、「ひょうごフ

ィールドパビリオン」の認定プログラムスポットである市

内各地域を訪れ、見て、学ぶ体験ができる、デジタルスタ

ンプラリーの実施に要する経費を計上しております。  

消防費では、消防本部等運営管理事業におきまして、行

政手続きのオンライン決済に要する経費を計上しておりま

す。  

地域防災組織育成助成事業におきましては、自主防災組

織が行う地域の防災活動に必要な設備の整備を図るため、

一般財団法人自治総合センターが助成決定した団体への、

助成金の交付に要する経費を計上しております。  

教育費では、学校のあり方検討事業におきまして、各小
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中学校における校区再編計画及び整備計画を含めた「新た

な学校づくり推進計画」策定に要する経費を債務負担行為

と合わせて計上しております。  

地域とともにある学校づくり推進事業におきましては、

令和５年度より本格実施している学校運営協議会の取組に

ついて、協議会及び研修会等の実施に要する経費を計上し

ております。  

不登校問題対策推進事業におきましては、のびのび教室

のサテライト教室の設置及び不登校問題等相談員の増員に

要する経費を計上しております。  

情報教育管理事業におきましては、保護者との連絡等に

ついて充実を図るため、保護者連絡用ツールアプリの導入

に要する経費を計上しております。  

青少年センター運営管理事業におきましては、いじめ問

題調査委員会の実施に要する経費を計上しております。  

その他、各費目におきまして、伊保地域交流センター等

の計１０施設におけるアスベストのスクリーニング調査結

果に基づき、分析調査を行う経費を計上しております。  



 ２７ 

 

これら補正予算の財源としましては、国庫支出金、県支

出金、寄附金、諸収入、市債を充てることとしております。  

 

債務負担行為では、文書管理及び電子決裁システム関連

機器借上料におきまして、経費の削減等を目的とし、文書

管理及び決裁を電子データで行うためのシステム導入を実

施するため、債務負担行為をお願いしております。  

 

次に、企業会計であります。  

水道事業会計では、加古川堰堤固定堰損害賠償訴訟事業

におきまして、令和５年５月の降雨により、加古川堰堤固

定堰が被災した原因として、平成３０年度に行った設計委

託に問題があったと判断し、損害賠償の訴訟費用に要する

経費を計上しております。  

 

以上が提案しております議案の概要でございますが、逐

次審議に際しまして、各担当から詳しく説明させますので、
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よろしくご審議賜わりますようお願いします。  

なお、本会期中におきまして、  

事件議案として、阿弥陀こども園建設工事の工事請負契

約を締結すること並びに高機能消防指令センター等の更新

に係る契約を締結することを、  

人事案件として、人権擁護委員の候補者の推薦につき意

見を求めることについて、追加提案を予定しておりますの

で、よろしくお願いします。  

 

また、別途、諸報告としまして、第５次高砂市総合計画

における令和５年度及び令和６年度実施計画行政経営プラ

ン並びに中期財政計画について、報告させていただきます

ので、よろしくお願いいたします。  

 

５．むすび  

これまでも申し上げてまいりましたが、私の市政運営の

原点は「対話」であると考えており、過去に実施してまい

りました、タウンミーティングや意見交換会、出前講座な
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どに加え、高砂市をより良いまちにしていくためのご意見、

ご提案を、私に直接お寄せいただく制度である「市長への

手紙」を、令和６年６月から新たに開始いたします。  

２期目の市政運営におきましても、市民の皆様のご意見

にしっかりと耳を傾け、皆様に市政を身近に感じてもらう

こと、そして、皆様と共に高砂の未来を創っていくことを

目指し、自ら先頭に立って、今後も挑戦を続けてまいりま

す。  

市議会議員の皆様並びに市民の皆様におかれましても、

お知恵をお貸しいただき、本市発展のため共に考え、ご協

力を賜りますよう何卒よろしくお願い申し上げます。  

 


